
・財源不足対策としては、財政調整基金繰入金を１０７億円計上するとともに、退職

手当債７２億円を活用

平成２７年度当初予算案の概要

Ⅰ　予算編成の基本的考え方

○ 東日本大震災以降、日々新たに生じる課題に直面しながらも一つひとつ乗り越え、県

民一丸となって復旧・復興に注力し、防災集団移転促進事業などでまちづくりが本格

化するなど復興は着実に進ちょくしているほか、雇用経済情勢は緩やかな回復基調

○ しかしながら、今もなお多数の方々が応急仮設住宅などでの不自由な生活を余儀なく

されており、また、被災事業者の販路回復や地域コミュニティの再構築など対処すべ

き課題が山積

通常分は、既存事業を厳しく見直す一方、公共施設の適切な維持管理等、課題解決

のための施策を積極的に予算化してメリハリを付け、子ども・子育て支援新制度へ

の対応、国勢調査費などで８,４３６億円（一般会計）を計上

具体的には、

・歳出は、一般会計の投資的経費において災害復旧事業が減少した一方、復興関連の

公共事業が増加したことから、震災前に編成した平成２３年度当初予算の４．７倍

となり、過去最高となった今年度に次ぐ４,６６２億円を計上

あわせて、財政の健全性の堅持と迅速かつ創造的な復興に向けた予算の重点的配分を

主眼に策定した、「みやぎ財政運営戦略」に基づく歳入歳出両面にわたる対策を計画

的に実施

震災対応分は５,８２３億円（一般会計）を計上し、｢震災復興計画」に掲げる再生

期２年目の主要政策の推進に必要な所要額を確保

・

○ この結果、平成２７年度一般会計当初予算は１兆４,２５９億円（前年度比▲３２１億円、

▲２．２％）と、当初予算としては平成２４年度を最高に年々減少し、過去４番目の規

模。平成２２年度以降の震災対応予算の累計は４兆９，１７５億円（総会計）

○

・

このような状況の下、平成２７年度当初予算は、「震災復興計画」に掲げる再生期の

２年目として、引き続き被災者への支援をはじめとした復旧・復興の加速化に最優先

で取り組むとともに、県政の課題解決のための施策を積極的・重点的に予算化

○

・

○

歳入は、消費税率引上げの影響が平年度化することや好調な企業業績を反映し県税

収入の増加を見込む一方、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は減少。な

お、臨時財政対策債は５３６億円と前年度より減少したものの、依然として高水準

が常態化しており、後年度の財政負担に懸念

一般会計規模

H25

H24

H23

H22

H21

H20
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Ⅱ 主な事業 
（単位：千円,［   ］は債務負担行為） 

 

１ 迅速な震災復興（再生期）                          

 

１ 被災者の生活再建と生活環境の確保 

 

（１）被災者の生活環境の確保  

 

・地域支え合い体制づくり支援費（介護基盤緊急整備基金） ２,３２５,０００ 

（H26:2,521,414）社会福祉課ほか 

被災市町仮設住宅入居者サポートセンターの設置・運営への助成等 

 

（新規）・被災者住宅確保等支援費（地域整備推進基金） ７８,０００ 震災援護室 

応急仮設住宅入居者に対する民間賃貸住宅の情報提供や恒久住宅への転居支援等 

 

・みやぎ県外避難者支援費（地域整備推進基金） ５０,９４６ （H26:36,511）震災復興推進課 

県外避難者のニーズ把握調査や県外避難者支援員の配置など帰郷に向けた支援等 

 

（新規）・県外避難者支援拠点設置費（地域整備推進基金） ２６,０００ 震災復興推進課 

県外避難者が身近なところで生活再建や帰郷に向けた支援が受けられるための拠点設置 

 

・災害公営住宅整備支援費 ２９,８８４,７８９［１０,１５５,０００］ 

（H26:31,511,717）復興住宅整備室 

災害公営住宅の整備支援 

 

・県産材利用エコ住宅普及促進費 ３２７,５００ （H26:327,500）林業振興課 

優良みやぎ材等の県産木材を一定以上使用した新築住宅建築への助成等 

 

・復興活動支援費 ３４３,０２９ （H26:303,000）地域復興支援課 

地域復興支援会議の運営や被災地域における住民主体の復興活動への支援等 

 

（新規）・地域コミュニティ再生支援費（地域整備推進基金） １００,７００ 地域復興支援課 

住民主体による地域コミュニティ再生活動への支援等 

 

（２）持続可能な社会と環境保全の実現  

 

・省エネルギー・コスト削減実践支援費 １５０,０００ （H26:150,000）環境政策課 

事業所の省エネルギー設備等導入への助成 
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・新エネルギー設備導入支援費 １０１,０００ （H26:100,000）環境政策課 

事業所の新エネルギー設備等導入への助成 

 

（新規）・水素エネルギー利活用普及促進費 １,５００ 再生可能エネルギー室 

水素エネルギーの利活用促進に向けたビジョンの策定や普及啓発等 

 

・住宅用太陽光発電普及促進費 ３００,０００ （H26:296,000）再生可能エネルギー室 

住宅用太陽光発電システムの設置への助成 

 

・温暖化防止間伐推進費 １３３,０００ （H26:133,000）森林整備課 

若齢林の間伐への支援等 

 

 

２ 保健・医療・福祉提供体制の回復 

 

（１）安心できる地域医療の確保  

 

（拡充）・健康支援費（介護基盤緊急整備基金・地域整備推進基金） 

４７３,４８３ （H26:404,414）健康推進課ほか 

仮設住宅入居者、災害公営住宅入居者の健康調査や健康指導への助成等 

 

・医療施設復興支援費（地域医療再生基金） １７,４５７,１０８（H26:7,831,873）医療整備課 

気仙沼・石巻・仙台地域の自治体病院再建への助成等 

 

（新規）・ドクターヘリ導入支援費（地域医療再生基金） ４４１,０８０ 医療整備課 

ドクターヘリ導入への助成 

 

・地域医療人材確保費（地域医療再生基金） ８１０,６５０ （H26:833,864）医療整備課 

被災自治体病院の人材確保支援、沿岸部の看護師確保のための修学資金貸付等 

 

（拡充）・医学部設置支援費 １,００２,５００［２,０００,０００］（H26:3,000）医学部設置推進室 

東北地方の医師不足解消のための医学部設置に向けた助成等 

 

（２）未来を担う子どもたちへの支援  

 

・子どもの心のケア推進費 １０４,９００ （H26:126,000）子育て支援課 

子どもの心のケアチームによる被災児童への相談・援助等 
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・東日本大震災みやぎこども育英基金事業費 ２６２,５３０ 

（H26:247,080）子育て支援課、教育庁総務課 

東日本大震災による孤児・遺児への月額金給付及び一時金給付による修学等の支援 

 

（３）だれもが住みよい地域社会の構築  

 

・心のケアセンター運営支援費 ４１６,５００ （H26:394,000）障害福祉課 

被災者の心の問題への対応拠点となる心のケアセンターの運営への助成 

 

（新規）・被災地摂食障害治療支援費（地域整備推進基金） ５,８００ 障害福祉課 

摂食障害治療支援センターの設置・運営等 

 

・社会福祉施設等復旧支援費 １,７５０,８２４ 

（H26:1,781,300）長寿社会政策課、子育て支援課、障害福祉課 

老人福祉施設、保育施設、障害福祉施設等の復旧への助成 

 

 

３ 「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築 

 

（１）ものづくり産業の復興  

 

・中小企業等復旧・復興支援費 ３６,２００,０００ 

（H26:20,400,000）企業復興支援室、商工経営支援課 

中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設や商店街施設等の復旧への助成 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） ６４,７７７,０００［２５２,０００］ 

（H26:78,800,000）商工経営支援課 

被災中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

・被災中小企業者対策資金利子補給（震災復興基金） ９９９,０００［１,８４８,０００］ 

（H26:1,467,200）商工経営支援課 

被災した中小企業者の県制度融資に伴う利子補給 

 

（新規）・新規参入・新産業創出等支援費 ３６,１００ 新産業振興課 

中小企業の試作開発、産学官連携による研究開発等への助成等 

 

（新規）・仙台空港周辺地域土地利用調査費（地域整備推進基金） ２０,０００ 空港臨空地域課 

仙台空港周辺地域活性化に向けた土地利用計画の策定 
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（２）商業・観光の再生  

 

・商店街再生加速化支援費（震災復興基金） ４１,１００ （H26:11,100）商工経営支援課 

環境変化や社会問題に対応した先進的な商店街の取組への助成 

 

（新規）・沿岸部交流人口拡大モデル施設整備費（震災復興基金・地域整備推進基金） 

４０１,０００ 観光課 

宿泊施設の復旧率が低い地域での交流人口拡大に貢献する宿泊施設整備等への助成 

 

（新規）・沿岸部観光復興情報等発信強化費（地域整備推進基金） １００,０００ 観光課 

テレビ番組等による沿岸部の観光情報の発信 

 

（新規）・インバウンド誘客拡大受入環境整備支援費（震災復興基金） ６５,０００ 観光課 

外国人観光客誘客拡大に向けた受入環境整備への助成 

 

（３）雇用の維持・確保  

 

（拡充）・緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ２５,０３２,４１４［５,９２０,０００］ 

（H26:40,049,745）雇用対策課ほか 

被災求職者の一時的雇用や被災地での安定的雇用の創出等 

 

（新規）・沿岸地域就職サポートセンター運営費（地域整備推進基金） １００,０００ 雇用対策課 

沿岸地域の被災求職者等へ対応する就職サポートセンターの設置・運営等 

 

 

４ 農林水産業の早期復興 

 

（１）魅力ある農業・農村の再興  

 

・農地等災害復旧費 １２,６１７,１３０［３,６５４,０００］ 

（H26:20,996,938）農村整備課ほか 

農地及び農業用施設の復旧工事等 

 

・農山漁村地域復興基盤総合整備費 ２８,１６３,７５９［７,９８４,０００］ 

（H26:26,213,634）農村整備課ほか 

津波被害農地のほ場整備等 
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・農村地域復興再生基盤総合整備費 ６,５５８,９８３［２,４７３,０００］ 

（H26:4,365,830）農村整備課 

用排水施設への遠隔監視システムの導入等 

 

（新規）・肉用牛イメージアップ推進費（地域整備推進基金） ２４,６００ 畜産課 

県産牛肉の信頼回復と消費拡大のための情報発信 

 

（２）活力ある林業の再生  

 

・復興木材供給対策間伐推進費（地域整備推進基金） １８０,０００ 

（H26:169,000）森林整備課 

復興住宅に対する木材供給への助成 

 

・木質バイオマス活用拠点形成費 ４０,０００ （H26:40,000）林業振興課 

木質バイオマス資源の集荷拠点整備や木質燃料利用施設整備への助成等 

 

・治山施設災害復旧費 ７,０８２,１２１ （H26:11,600,065）森林整備課 

治山施設の復旧工事等 

 

（３）新たな水産業の創造  

 

・水産物加工流通施設復旧支援費 ３,６５１,９９６ （H26:7,633,905）水産業振興課 

水産物加工流通共同利用施設等の整備への助成 

 

（新規）・水産加工業人材確保支援費（震災復興基金） ２２２,０００ 水産業振興課 

遠隔地からの送迎車両の運行と従業員宿舎の整備に対する支援 

 

・水産基盤整備災害復旧費 ３４,４２９,３９１［２２,０００,０００］ 

（H26:36,606,372）水産業基盤整備課 

県営漁港施設の復旧工事等 

 

・水産業共同利用施設復旧支援費 ６６１,４５８ （H26:2,488,274）水産業基盤整備課 

養殖施設等の共同利用施設の再開に向けた施設整備等への助成 

 

・栽培漁業種苗放流支援費 ３９７,５４２ （H26:294,924）水産業基盤整備課 

資源維持のためのアワビやヒラメ、サケ等の放流種苗の確保等 
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・水産都市活力強化対策支援費（震災復興基金・地域整備推進基金） 

９１,１６７ （H26:51,000）水産業振興課 

水産加工品等の風評払拭・販路開拓に向けた取組に対する支援等 

 

（４）一次産業を牽引する食産業の振興  

 

（拡充）・県産品風評対策強化費（地域整備推進基金） ３２９,０００ （H26:50,000）食産業振興課 

県産農林水産物の信頼回復と消費拡大のための情報発信 

 

・食産業ステージアッププロジェクト推進費（震災復興基金・地域整備推進基金） 

１２８,５００ （H26:105,916）食産業振興課 

販路開拓に向けた商品開発等への支援 

 

（新規）・県産品販路開拓支援体制強化費（地域整備推進基金） ８,７９１ 食産業振興課 

首都圏・関西圏における販路開拓支援体制の整備 

 

（新規）・輸出基幹品目販路開拓費（地域整備推進基金） １９,３００ 食産業振興課 

海外市場における県産農林水産物の販路開拓 

 

・食の安全確保対策費 ３５４,３５８ （H26:430,134）畜産課ほか 

肉用牛全頭を始め、農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査を実施し、食の安全を確保 

 

 

５ 公共土木施設の早期復旧 

 

（１）道路、港湾、空港などの交通基盤の確保・整備促進  

 

・高規格幹線道路整備費 １２,０１７,４３３ （H26:12,017,433）道路課 

三陸縦貫自動車道等の整備推進 

 

・みやぎ県北高速幹線道路整備費 ３,５４３,２００［１,０００,０００］ 

（H26:3,996,400）道路課 

県北高速幹線道路の整備推進 

 

・仙石線・東北本線接続線整備支援費（地域整備推進基金） １２６,５６７ 

（H26:94,000）総合交通対策課 

沿線復興に資する接続線整備への助成 
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・復興関連道路整備費 ３４,６７４,４４５［１１,４１７,０００］（H26:33,662,493）道路課 

大島架橋及び市街地相互の接続道路の整備推進 

 

・仙台東部地区道路ネットワーク検討調査費 ２０,０００ （H26:18,700）道路課 

沿岸部の高規格道路と仙台都心間の円滑なアクセス策の検討 

 

・港湾施設等災害復旧費 １３,６２２,２４１［７,０００,０００］（H26:16,407,596）港湾課 

港湾施設の復旧工事等 

 

・仙台空港民営化推進費 １４,３００ （H26:14,300）空港臨空地域課 

仙台空港の民営化に向けた検討・支援 

 

・仙台空港６００万人・５万トン実現推進費 ２３,０００ （H26:35,000）富県宮城推進室 

仙台空港及び周辺地域の活性化の推進 

 

（２）海岸、河川などの県土保全  

 

・海岸保全復興費 ９９８,１００［１,８００,０００］ （H26:2,565,800）河川課 

海岸堤防や津波避難表示板等の整備 

 

・河川等災害復旧費 ７８,５９１,０００［４７,０５３,０００］ 

（H26:121,560,000）防災砂防課 

公共土木施設の復旧工事等 

 

・砂防・急傾斜基礎調査費 １５８,６００ （H26:76,700）防災砂防課 

土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査 

 

（３）上下水道などのライフラインの整備  

 

・広域水道送水管連絡管整備費（企業会計） ８７６,６５６ （H26:285,994）水道経営管理室 

仙南・仙塩広域水道事業の高区・低区送水管連絡管設置工事等 

 

（４）沿岸市町をはじめとするまちの再構築  

 

・復興関連街路整備費 １１,７７２,２００［１,３００,０００］（H26:7,075,900）都市計画課 

門脇流留線等の市街地相互の接続道路の整備推進 
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６ 安心して学べる教育環境の確保 

 

（１）安全・安心な学校教育の確保  

 

・教育施設等災害復旧費 ４,００６,１５１［１３,９６７,０００］ 

（H26:2,386,530）施設整備課 

気仙沼向洋高校、農業高校の復旧工事等 

 

・被災児童生徒等就学支援費 ５,５１７,４５３ （H26:5,887,682）義務教育課、高校教育課ほか 

被災児童生徒や保護者等への支援 

 

・緊急スクールカウンセラー等派遣費 １,３６９,４４４ 

（H26:1,105,079）義務教育課、高校教育課ほか 

公立学校等のスクールカウンセラー派遣や生徒指導支援員の配置等 

 

（２）家庭・地域の教育力の再構築  

 

・学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援費 ５３５,６３７ 

（H26:538,813）義務教育課、生涯学習課ほか 

地域連携による放課後及び週末等の学習・活動の支援等 

 

（３）生涯学習・文化・スポーツ活動の充実  

 

・自然の家災害復旧費 １,１３４,４８７ （H26:594,127）生涯学習課 

松島自然の家の復旧工事 

 

・被災博物館等再興費 ４４２,８４５ （H26:464,447）文化財保護課 

被災した博物館等の収蔵資料の修理・整理等 

 

 

７ 防災機能・治安体制の回復 

 

（１）防災機能の再構築  

 

・合同庁舎災害復旧費 １,３５５,８９４［１２,４２３,０００］ （H26:126,000）管財課 

被災した石巻及び気仙沼合同庁舎の復旧工事 

 

（拡充）・広域防災拠点整備費 ５,０９２,０００ （H26:400,000）都市計画課 

宮城野原地区における広域防災拠点整備のための調査・用地取得等 
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（新規）・初動派遣職員等体制整備費（地域整備推進基金） ２９,０００ 危機対策課 

大規模災害発生時に被災市町村に派遣する職員の滞在・活動に必要な資機材の整備等 

 

（２）大津波等への備え  

 

（新規）・復興情報等発信拠点設置費（地域整備推進基金） ５,０００ 震災復興推進課 

復興への取組を県民及び来県者に発信する情報拠点の設置等 

 

・３．１１伝承・減災プロジェクト推進費（地域整備推進基金） １５,０００ 

（H26:15,000）防災砂防課 

大津波体験を後世に伝承するための津波浸水表示板の設置等 

 

（３）自助・共助による市民レベルの防災体制の強化  

 

・防災指導員養成費 １２,６８３ （H26:19,009）危機対策課 

地域住民や企業を対象にした防災指導員養成講習等 

 

（４）安全・安心な地域社会の構築  

 

・警察施設機能強化費 ２,７０３,８２７［２３,０００］ （H26:229,556）警察本部 

気仙沼警察署、被災交番等警察施設の復旧等 

 

 

２ 産業経済の安定的な成長                            

 

・企業立地促進奨励金 １,８１０,０００ （H26:2,610,000）産業立地推進課ほか 

県内に工場等を新設または増設した企業への奨励金等 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金 ６４,６２４,０００［３７６,０００］ 

（H26:66,300,000）商工経営支援課 

中小企業等の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

（新規）・首都圏県産品販売等拠点施設機能強化費 ４２,６００ 食産業振興課 

東京アンテナショップ機能強化のための改装 

 

・新世代アグリビジネス総合推進費 １３４,９９８ （H26:141,773）農産園芸環境課 

本県農業振興の牽引役となるアグリビジネス経営体の育成 
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・農地中間管理事業費 ２２０,８６５［５０,０００］ （H26:273,976）農業振興課 

農地中間管理機構を活用した担い手への農地利用の集積等 

 

・農業農村多面的機能維持向上費 ２,１７８,２６５ （H26:617,746）農村振興課 

農地の維持及び地域資源の向上のための活動への助成 

 

・仙台国際貿易港振興対策費 １２,０００ （H26:12,000）港湾課 

４５フィートコンテナ輸送車両購入への助成 

 

 

３ 安心して暮らせる宮城                             

 

・待機児童解消推進費（安心こども基金） ３,８１０,９７２ （H26:3,649,833）子育て支援課 

待機児童解消のための保育所整備、認可外保育施設への運営費負担等 

 

（新規）・施設型給付費負担金 ３,９１７,０００ 子育て支援課 

認定こども園、幼稚園、保育所への運営費負担 

 

（新規）・地域型保育給付費負担金 ６７３,０００ 子育て支援課 

小規模保育・家庭的保育等への運営費負担 

 

（新規）・地域子ども・子育て支援費 １,４００,０００ 子育て支援課 

放課後児童クラブ整備等の地域子ども・子育て支援への助成 

 

（新規）・児童虐待防止強化費 ２６,０００ 子育て支援課 

児童虐待防止に向けた市町村との連携等による対策の強化 

 

（新規）・教育振興基本計画策定費 ２,０００ 教育企画室 

次期「宮城県教育振興基本計画」の策定 

 

（新規）・ＩＣＴ利活用向上事業費 ５,９６３ 教育企画室 

プロジェクターやタブレット端末等のＩＣＴ機器を活用した一斉学習の実証研究 

 

（新規）・共に学ぶ教育推進モデル事業費 ３,０００ 特別支援教育室 

障害のある児童生徒が地域の学校で共に学ぶための教育環境等の整備支援 

 

・県立学校施設整備費 ７,５６２,６８５［６,８００,０００］ 

（H26:8,695,555）施設整備課ほか 

校舎建設（登米総合産業高校、（仮称）女川高等学園）等 
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・私立学校助成費 １１,７９１,３６６ （H26:11,823,776）私学文書課 

私立学校に対する運営費助成や保護者の負担軽減を図る授業料軽減補助等の実施 

 

・高等学校等修学支援費 ５５１,４４０ （H26:159,000）高校教育課 

国公私立の高等学校等における低所得世帯に対する奨学のための給付金の助成 

 

・公立高等学校就学支援費 ２,９６１,８０６ （H26:1,382,117）高校教育課 

授業料負担軽減のための就学支援金の助成 

 

（新規）・生活困窮者自立促進支援費 １１６,０００ 社会福祉課 

生活困窮者の自立に向けた相談や就労準備等への支援 

 

・地域医療再生臨時特例基金事業費 ４,１５７,８１９ （H26:4,466,345）医療整備課ほか 

地域医療再生計画の推進 

 

（拡充）・地域包括ケアシステム体制推進費 ４５２,２０３ （H26:136,347）長寿社会政策課ほか 

地域包括ケアシステム構築のための体制整備、普及啓発、医療機関への助成等 

 

（新規）・オリンピック・パラリンピック推進費 ７,６００ 震災復興・企画総務課 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた関係機関との連携等 

 

（新規）・重要伝統的建造物群保存費 ８,２１３ 文化財保護課 

村田町村田伝統的建造物群保存地区への保存修理費の助成 

 

（新規）・三本木用地パークゴルフ場等検討調査費 ５,０００ 都市計画課 

パークゴルフ場整備を含めた利活用についての調整・検討 

 

（新規）・（仮称）若林警察署建設費 ３５,７５６［５４,０００］ 警察本部 

（仮称）若林警察署建設に係る基本・実施設計 

 

・安全・安心まちづくり推進費 １４,１６６ （H26:12,493）共同参画社会推進課 

性暴力被害相談支援センター宮城の運営等 

 

 

４ 美しく安全な県土の形成                            

 

（新規）・災害用石油製品備蓄費 １,５７８ 危機対策課 

災害対応型中核給油所等に備蓄する燃料の管理経費 
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（新規）・海岸漂着物等地域対策推進費 ３０,４５２ 循環型社会推進課、港湾課 

海岸漂着物、漂流・海底ごみの回収等への助成 

 

（拡充）・特定建築物等震災対策費 １６１,２８０ （H26:29,183）建築宅地課 

大規模特定建築物の耐震診断・改修への助成等 

 

（新規）・火山防災対策費 １６,７１０ 危機対策課、観光課 

蔵王山、栗駒山の火山防災対策等 

 

 

５ その他                                    

 

・市町村振興総合支援費 ６８１,８００ （H26:681,800）地域復興支援課 

選択裁量型の市町村振興総合補助金による個性的で独自性のあるまちづくり支援 

 

・社会保障・税番号制度対応システム推進費 ３５４,８９７ （H26:133,663）情報政策課ほか 

制度導入に伴うシステム改修等 

 

・公立大学法人宮城大学運営費交付金 ２,３０５,５１０ （H26:2,004,541）私学文書課 

宮城大学に人件費や運営経費等、業務運営に必要な経費を助成 

 

（新規）・県議会議員選挙費 ９３２,０００ 市町村課 

県議会議員選挙に要する選挙執行事務費等 

 

（新規）・公共施設等長寿命化対策費 １１,７７６,５３２ 管財課、道路課、生涯学習課ほか 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進 
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【一般会計】

【特別会計】

【準公営企業会計】

【企業会計】

うち 通　常　分

89.8

93.0

70.4

32,427

93.9

21.1

111.5

97.0

うち 通　常　分 27,308 30,436 3,128

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

20,609 ▲ 1,331

特 別 会 計 331,865 307,344

うち 震災対応分

▲ 24,521

▲ 23,209

▲ 321

306,992
準 公営企業会計 21,940

対前年度比較
(B/A)×100

97.8

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B

うち 震災対応分 1,664 351 ▲ 1,312

増減額
B-A

104.0

92.6

811,189 843,616うち 通　常　分

Ⅲ　平成２７年度当初予算案の規模

一般会計の規模は １兆４,２５９億円（対前年度比　▲２.２％）

震災対応分　 ５,８２３億円（対前年度比　▲１０.０％）

通常分　　　 ８,４３６億円（対前年度比　＋４.０％）

　震災対応分は対前年度比で６４５億円の減。投資的経費のうち、街路事業費、水産基盤整備費等
の復興関連事業費が増加した一方、東日本大震災災害復旧費が前年度より７１６億円減少したこと
などによる。
　通常分は、経常的行政経費等及び公共事業でキャップ・シーリングを設定し、既存事業の見直し
を行ったが、公共施設の維持補修費や県税交付金等が増加したほか、国勢調査費や県議会議員選挙
費を計上するなどした結果、対前年度比で３２４億円増加。

　震災対応分は水道用水供給事業及び工業用水道事業とも微減。通常分は地域整備事業における固
定資産購入費などにより３１億円の増。

震災対応分　 ５,８３７億円（対前年度比　▲１０.２％）

　震災対応分は１３億円の減。中小企業高度化資金特別会計において中小企業高度化資金貸付金が
減少したことなどによる。通常分も２３２億円の減。公債費特別会計において臨時財政対策債等の
借換が減少したことなどによる。

　震災対応分は港湾整備事業会計の災害復旧費の減などにより３億円の減。通常分も港湾整備事業
会計で元利償還金が減となったことなどにより１０億円の減。

総会計では １兆７,８４５億円（対前年度比　▲３.０％）

（単位：百万円，％）

通常分　 １兆２,００９億円（対前年度比　＋１.０％）

330,201

52.3

95.2

110.5

▲ 203427

30,659 2,924

1,082 761

うち 震災対応分 646,853 582,322 ▲ 64,531 90.0

一 般 会 計 1,458,042 1,425,938 ▲ 32,104

うち 震災対応分

計 （ 総 会 計 ） 1,839,582 1,784,549 ▲ 55,032

223

うち 通　常　分 20,858 19,848 ▲ 1,011
公 営 企 業 会 計 27,735

▲ 66,367

101.0うち 通　常　分 1,189,556 1,200,891 11,335

うち 震災対応分 650,025 583,658
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※Ｈ２２年度からＨ２５年度は最終現計予算額、Ｈ２６年度は１１月補正（第４号）後現計予算額

※震災分を除く通常分

増減率

・

・

・

・

・軽油引取税は、復興需要の揺り戻しと消費税の税率引上げに伴う物流の落ち込み等により、対前年度
比７.２％の減

1,543,202

合計

4,755,315

4,917,513

Ｈ２６年度

705,581

708,821

Ｈ２７年度

582,322

583,658

4.0

Ⅳ　歳入の状況（一般会計）

個人県民税は、給与所得等の伸びが見込まれることなどから、対前年度比３.９％の増

7,774

▲7.5

1,611,362

Ｈ２４年度

1,079,694

1,138,687

4.0

法人県民税・法人事業税の法人二税は、全国的な景気の回復基調や、復興需要等により堅調な企業業
績が見込まれることなどから、対前年度比７.５％の増

みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）は４４億７千万円で対前年度比１３.９％の増､みやぎ環境税
（個人県民税及び法人県民税の超過課税）は１６億７千万円で対前年度比２.５％の増

１　県税

県税収入は ２，８４６億円（対前年度比　＋１０.４％）

8,400 14,580 14,259

●震災対応予算の編成状況（一般会計及び総会計）

Ｈ２３年度

8,363 8,396 16,823

Ｈ２６ Ｈ２７

＜参考＞ 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

Ｈ２５年度

818,933

844,925

▲ 2.2

Ｈ２３ Ｈ２４

15,2138,149 7,985 7,841

Ｈ２２

100.3

Ｈ２５

▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 1.8 0.0

0.3

8,436

6.7 0.4 ▲ 9.6 ▲ 4.2

（単位：百万円，％）

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

主な増減理由

個人県民税 72,468 75,326 2,858 103.9 個人所得増

地方消費税 38,348 57,118 18,770

107.5 企業収益増法 人 二 税 66,587 71,602 5,015

148.9 消費税率引上げ平年度化

計 257,900 284,600 26,700

92.8 復興需要の揺り戻し等軽油引取税 30,061 27,909 ▲ 2,152
その他の税 50,436 52,645 2,209 104.4 景気回復等

（株式等譲渡所得割）

110.4

8,186

▲ 0.9

7,798 8,112

区分

総会計

Ｈ２２年度

25,583

30,060

一般会計

規模

区分

（単位：百万円）

●一般会計当初予算規模の推移
（単位：億円，％）

増減率

Ｈ１７

地方消費税は、税率の引上げがほぼ平年度化することなどにより、対前年度比４８.９％の増
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平成２７年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

２　地方譲与税

地方譲与税は ３９６億円（対前年度比　▲２.５％）

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２６年度

A

そ の 他 の 譲 与 税 2,455 2,415 ▲ 40

地方法人特別譲与税 38,199 37,220 ▲ 979 97.4

39,635 ▲ 1,019

98.4

97.5計 40,654

３　地方交付税

地方交付税は ２，６００億円（対前年度比　▲２.５％）

98.8

普通交付税の振り替わりである臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税の額は、対前年度比
３.８％の減

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２６年度

A

普通交付税は、県税収入の増などの影響により、対前年度比１.２％の減

特別交付税のうち震災対応分は、復興関連事業費が増となった一方、東日本大震災に係る災害復旧費
の減に伴い、対前年度比４.５％の減

普 通 交 付 税 147,000 145,300 ▲ 1,700

平成２７年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

うち 通　常　分 1,900 2,100 200

95.7

うち 震災対応分 117,900 112,600 ▲ 5,300 95.5

特 別 交 付 税 119,800 114,700 ▲ 5,100

110.5

うち 通　常　分 148,900 147,400 ▲ 1,500 99.0

地 方 交 付 税 計 266,800 97.5

95.5うち 震災対応分 117,900 112,600 ▲ 5,300

260,000 ▲ 6,800

実質的な普通交付税
（普通交付税＋臨財債） 206,800 198,900 ▲ 7,900

区　　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 147,000 145,300 ▲ 1,700 98.8

96.2

臨 時 財 政 対 策 債 59,800 53,600 ▲ 6,200 89.6

地方法人特別譲与税は、制度改正により大きく減少すると見込まれたが、景気の回復や企業収益の増
などにより対前年度比２.６％の微減
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臨時財政対策債は、対前年度比１０.４％減の５３６億円

４　県債

県債は ９８７億円（対前年度比　＋２.４％）

退職手当債は引き続き計上せざるを得ない状況であり、計上額は今年度と同額の７２億円

53,600

区　　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

主に投資的経費に充当する建設地方債等のうち、通常債の発行可能額は今年度と同規模だが、「地域
の元気臨時交付金」(約８０億円)が平成２７年度は活用できないことから、対前年度比２９.７％の増

建設地方債のうち、通常の充当率を上回る部分などに充当する行政改革推進債等は、充当対象事業の
増により、対前年度比２６.３％の増

（単位：百万円，％）

0

対前年度比較
(B/A)×100

通 常 債 25,559 33,155 7,596 129.7

89.6臨 時 財 政 対 策 債 59,800

126.3

▲ 6,200

100.0
建 設 地 方 債 等 29,372 37,856 8,484

退 職 手 当 債 7,200 7,200

2,284

128.9

102.4

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

国庫支出金は、東日本大震災災害復旧費の減に伴い、農地や河川等の災害復旧費国庫負担金が減少し
たことなどにより、対前年度比１０.３％の減

116.0
行政改革推進債等 2,693 3,402 709

災 害 復 旧 債 1,120 1,299 179

繰入金は、緊急雇用基金(緊急雇用創出事業臨時特例基金)からの繰入が減となったことなどにより、
対前年度比１０.５％の減。基金別の主な繰入額は、東日本大震災復興交付金基金４９４億円、緊急雇
用基金２５０億円、地域医療再生基金２１６億円、地域整備推進基金７９億円等

５　その他の歳入

諸収入は、中小企業経営安定資金等貸付金の減少などにより、対前年度比８.３％の減

計 96,372 98,656

うち 震災対応分 284,469 242,119 ▲ 42,350 85.1

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

財源不足を補うための財源対策分の繰入金は、財政調整基金から１０７億円。これにより平成２７年
度末の財政調整関係基金残高は、財政調整基金１９３億円、県債管理基金（一般分）１９７億円の計
３９０億円となり、平成２５年度末残高から１５１億円減少（※平成２６年度２月補正予算(５号)見込額反映後)

国 庫 支 出 金 357,224 320,571 ▲ 36,653 89.7

対前年度比較
(B/A)×100

（単位：百万円，％）

うち 通　常　分 72,755 78,452 5,697
諸 収 入 194,998 178,793 ▲ 16,206

107.8

うち 通　常　分 82,166 81,981 ▲ 185

91.7
うち 震災対応分 112,832 96,812 ▲ 16,020 85.8

うち 震災対応分 124,265 119,489 ▲ 4,776

99.8
繰 入 金 163,402 146,176 ▲ 17,226 89.5

うち 財源対策分 10,000 10,700 700

96.2
うち 通　常　分 29,136 15,986 ▲ 13,150 54.9

107.0
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（単位：百万円，％）

義 務 的 経 費 408,989 410,852 1,863 100.5

Ⅴ　歳出の状況（一般会計）

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

人 件 費 262,585 260,492 ▲ 2,093 99.2

39,178 5,088

111,182 ▲ 1,132

114.9扶 助 費 34,089

公 債 費 112,315 99.0

投 資 的 経 費 525,332 466,156 ▲ 59,176

370,407 ▲ 57,112

88.7

86.6補 助 事 業 427,519

97.8

単 独 事 業 68,775

国 直 轄 事 業 29,038

67,359 ▲ 1,416 97.9

28,390 ▲ 648

一 般 行 政 経 費 439,672 437,432 ▲ 2,240

132.7

99.5

県 税 交 付 金 等 84,049 111,498 27,449

合　　計 1,458,042 1,425,938 ▲ 32,104 97.8

※補助事業及び単独事業には受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

単独事業は、対前年度比２.１％の減。公共事業は事業費の減などにより対前年度比１３億円減の８２
億円。災害復旧事業は保健環境センターの完了に伴い対前年度比２８億円減の６１億円。公共事業及
び災害復旧事業以外のその他分で、災害公営住宅整備支援事業（受託）が減となる一方、医学部設置
支援事業や気仙沼警察署建設事業費の増などにより、対前年度比２７億円増の５３１億円

国直轄事業は、事業量の微減や国の手厚い財政支援措置による地方負担の軽減等を見込み、全体では
対前年度比２.２％の減

１　義務的経費

義務的経費は ４，１０９億円（対前年度比　＋０.５％）

歳出全体に占める構成比は２８.８％

扶助費は、施設型給付費負担金など今年４月から始まる子ども・子育て支援新制度の実施などによ
り、対前年度比１４.９％の増

２　投資的経費

人件費は、平成２６年度県人事委員会勧告に基づく勤勉手当の支給割合引上げ等による増の一方、職
員数の減などにより、対前年度比０.８％の減

公債費は、県債元金償還金が増加する一方、利子支払費の減により、対前年度比１.０％の減

投資的経費は ４，６６２億円（対前年度比　▲１１.３％）

対前年度比で５９２億円減少したものの、震災前に編成した平成２３年度当初予算（１,００１億円）
との比較では４.７倍と依然として高水準の額を計上。なお、歳出全体に占める構成比は ３２.７％と
対前年度比で３.３％の減

補助事業は、対前年度比１３.４％の減。公共事業は土地改良や都市計画などの復興関連事業費の増加
により、１５４億円増の１,６３５億円。災害復旧事業は河川等災害復旧費の減などにより、対前年度
比６８５億円減の１,６１２億円。公共事業及び災害復旧事業以外のその他分は、登米総合産業高校の
事業費の減などにより、対前年度比４１億円減の４５７億円
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370,407

【補助事業・単独事業の内訳】 （単位：百万円，％）

▲ 57,112 86.6

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

補 助 事 業 427,519

110.4公 共 事 業 148,111 163,519 15,408
災 害 復 旧 事 業 229,666 161,200 ▲ 68,466 70.2

91.8その他（国基金事業を含む） 49,742 45,688 ▲ 4,054
単 独 事 業 68,775 67,359 ▲ 1,416 97.9

86.1公 共 事 業 9,493 8,174 ▲ 1,319
災 害 復 旧 事 業 8,808 6,051 ▲ 2,757 68.7

105.3そ の 他 50,474 53,134 2,660
合　　　　　計 496,293 437,766 ▲ 58,527 88.2

108.9公 共 事 業 157,603 171,693 14,090
災 害 復 旧 事 業 238,474 167,251 ▲ 71,223 70.1

98.6そ の 他 100,216 98,822 ▲ 1,394
※受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

23,471 22,986 ▲ 485

区　　分
平成２６年度

A
平成２７年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

97.9国 土 交 通 省 所 管 分

農 林 水 産 省 所 管 分 5,568 5,404 ▲ 164 97.1

3,973 3,628 ▲ 345 91.3うち土地改良償還負担金

合　　　　　計 29,038 28,390 ▲ 648 97.8

震災対応分は、中小企業等復旧・復興事業費補助金が増加した一方、中小企業経営安定資金貸付金、
応急救助費が減少したことなどにより、対前年度比４.７％減の１,８６９億円

土地改良償還負担金除きの実質 25,065 24,763 ▲ 302 98.8
※災害復旧事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

３　一般行政経費

一般行政経費は ４，３７４億円（対前年度比 ▲０.５％）

通常分は、震災対応分への財源シフトを図るため経常経費等にマイナス５％のシーリングを設定し､抑
制に努めたが、子ども･子育て支援新制度の実施や国勢調査費、県議会議員選挙費などにより、対前年
度比２.８％増の２,５０５億円
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（単位：億円）

・

【平成２７年度単年度の対策効果】 （単位：億円）

【前年度からの継続効果】 （単位：億円）

県税収入等の未収金の縮減４億円

主　　な　　内　　容

主　　な　　内　　容

復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制４６億円
予算削減率設定等の継続３億円

広告掲載収入とネーミングライツ売却収入の一層の充実１
億円

特例的な県債の活用

県有資産の活用

安定した歳入基盤の確立

取　　組

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化

計

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化

安定した歳入基盤の確立

取　　組 効果額

50

49

1

計

効果額

131

17

106

4

4

県有資産の活用 4

復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制４億円
予算削減率設定等の継続１３億円

退職手当債の活用７２億円
行政改革推進債の活用３４億円

未利用地等の売却・貸付け３億円
特別会計等の資金活用１億円

計 181

主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 5 県税収入等の未収金の縮減４億円
広告掲載収入とネーミングライツ売却収入の一層の充実１億円

【平成２７年度財源確保対策】

　上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１０７億円については、財政調整関係基金の取崩しで対応

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化 66 復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制５０億円

予算削減率設定等の継続１６億円

　平成２７年度は、限られた財源を可能な限り震災対応に優先的に配分するため、通常の事務事業の徹
底的な見直しを継続するなど、更なる財源確保対策を実施したが、極力発行しないことが望ましい退職
手当債７２億円の活用が必要

Ⅵ　財源確保対策

　財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（平成２６年２月策定。対象年度：平成２６年度～平
成２９年度）に基づき、歳入面の取組、歳出面の取組を着実に実施

未利用地等の売却・貸付け３億円
特別会計等の資金活用１億円

特例的な県債の活用 106 退職手当債の活用７２億円
行政改革推進債の活用３４億円

取　　組 効果額
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